



倉 田 致 知
要約 本稿は，前稿［倉田（2008）］の続きである。20世紀初頭から前半に
かけて，労働問題についての規範的な研究がアメリカで活発になるに至った。
Kaufman, B. E.(1993) に従うと，それら研究は PM学派または ILE学派に区分
することができ，両学派は科学的管理法とは異なる視点で労働問題の原因と解
決にアプローチしていたが，両学派は労働組合や労使関係について異なる見解




キーワード PM 学派，ILE 学派，HRM，Commons, J. R., Hicks, C. J.，
Kaufman, B. E.，労働組合，従業員代表制，産業民主主義，完全雇用。
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お わ り に
は じ め に
20世紀初頭から前半にかけてのアメリカにおいて，労働問題についての規範
的な研究が活発になるに至った。Kaufman, B. E.（1993）に従うと，PM［Per-
sonnel Management（人事管理論）］と ILE［Institutional Labor Economics（制
(京都学園大学経営学部論集 第19巻 第 1号 2009年11月 23頁〜76頁) 23
度学派労働経済学）］という 2つの学問領域がその代表であり，共に，科学的管
理法とは異なる視点で労働問題の原因や解決に接近していた。







る。Kaufman の研究を用いつつ PM 学派（Personnel Management school）と






学派の研究内容を簡単に述べた後，第 2節で PM学派と ILE 学派を比較して
いる。PM のタイトルを有する研究全てが PM 学派に属すわけではないが，





わけでなかった。ゆえに，ILE 学派は PM 学派には援用されていなかった。
ただし，PM 学派は ILE 学派とは異なる提起を行なったとしても，それによ
PM（人事管理）学派と ILE（制度学派労働経済学）学派の相違（倉田)24









第 1節 ILE 学派の見解

























３) Kaufman (1993), pp.29〜30.
４) Kaufman (1993), p.30.
５) Commons (1934), reprinted in (1990), vol.1, p.69.

















７) Commons (1934), reprinted in (1990), vol.1, p.58.












者という 2つの主体間の構図である（p.455）」と。同様の説明は，Commons (1934), reprinted in




































カの大学院生が多く留学していた。例えば，Ely, R. T.，Clark, J. B.，Adams,
PM（人事管理）学派と ILE（制度学派労働経済学）学派の相違（倉田) 27
９) この年代はKaufman (1993), p.30，に基づくが，「制度経済学」という名称が広く使われ始めた
のはもっと後であると言われる。高（2004）によると，『「制度経済学」という言葉が広く使われ
はじめたのは，第 1次世界大戦終結の直後，つまり1918年12月末のアメリカ経済学会第31回大会




W. C. ミッチェル，さらにはヴェブレンの進化論的経済学の方法から強い影響を受けた J. R. コ
モンズと並んで，その運動の進行の過程でヴェブレンは「制度経済学の創設者」と目されるよう
になったのである（115ページ）』と高は指摘している。
10) Kaufman (1993), p.30.
11) Kaufman (1993), p.31.





















Commons とその弟子，および Commons に研究指導を行った Elyを引用して
ILE 学派と PM学派の比較を行っている。Kaufman が，制度経済学の英語表
記である IE（Institutional Economics）という用語を用いないで ILE 学派（Insti-
tutional Labor Economics school）という用語を使うのは，彼自身述べるように，










15) Kaufman (1993), pp.31〜32.
16) この点について Kaufman（1993）は次のように述べる。「Thorstein Veblen，John R. Com-







College に入学するが，1年で Columbia College に転学し卒業する。その後，
3年間のコロンビア奨学金を得て1877年にドイツに留学し，そして University
of Heidelberg で Knies, K. を深く師事し，彼のもとで研究を行なうに至る。ア
メリカに帰国後，1881年に，創立直後の Johns Hopkins Universityで講師と
なり，1887から92年にかけ多くの研究者を育てた（Commons はその 1人である）。





















18) Kaufman (1993), pp.32〜34.




































consin に Commons を招き入れた。ILE 学派の重要人物である Commons は，


































とみえ，かれは，翌年の『資料史（A Documentary History of American In-
dustrial Society）』（全11巻）の第 3巻序文としてこの靴工論文を再録し，また




この Commons の論文「American Shoemakers」においては，いわゆる内
部請負制や労働組合の動向が市場拡大という観点から明らかにされていた。以
下はその論文の要約である。この論文の内容をまずは明らかにした後，他の
Commons の研究や Kaufman の研究を通して ILE 学派とは何かに接近するこ
とにする。
1 - 2 市場拡大と労働
































トのスピード，雇用の量と期間（amount and regularity of employment）に従っ
PM（人事管理）学派と ILE（制度学派労働経済学）学派の相違（倉田) 33
26) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, p.210.


























おいて1794年に設立された「靴職人連合組合（Federal Society of Journeymen
Cordwainers）」の出現は，親方靴工協会に対する防衛組織であった。「1794年
PM（人事管理）学派と ILE（制度学派労働経済学）学派の相違（倉田)34
28) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, p.211.
































30) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, p.213.
31) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, p.213.
32) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, pp.212〜214.

































34) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, p.215.
35) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, pp.219〜220.
36) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, p.220.
37) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, p.224.


































39) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, pp.221〜222.
40) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, p.222.
41) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, p.223.
42) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, p.223.
43) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, p.223.


































45) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, p.223.
46) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, p.223.
47) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, p.223.
48) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, p.227.





























50) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, pp.226〜227.
51) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, pp.220〜221.































52) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, p.228.
53) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, p.228.
54) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, p.229.















1 - 3 思考の適正な手続き












56) Commons (1909), in Rutherford & Samuels, eds (1996), vol.1, p.230.






































58) Perlman & Taft (1935), vol.4, p.630.
59) Commons (1934), reprinted in (1990), vol.2, pp.763〜765.
60) Perlman & Taft (1935), vol.4, pp.626〜627.





























62) Commons (1924), reprinted in (1968), p.8.




























64) Commons (1924), reprinted in (1968), p.387.































67) Veblen (1899), reprinted in (2004), p.9.

























69) Veblen (1914), reprinted in (1918), pp.216〜217.
70) 佐々野（2001），58ページ。



















ていた経済学は，Adam Smith, David Ricardo, John Stuart Mill, そして
Alfred Marshall を含むイギリスからの様々な古典派および新古典派の経済学




















72) 社会主義体制は否定されるという点においても Veblen と Commons は同じである。佐々野
（2001）に従うと，Veblen おいては制度（体制）は崩壊を包含し得る容器であるから資本主義
から社会主義になったとしてもそれも出発点にすぎないとされる（62ページ）。









































も，A. スミスや D. リカードウ，さらには J. B. セー等の経済学の皮相な理解
に基づく自由放任主義であり，国家（政府）というものは，そもそも非能率で
あるという理由で著しく低く評価されていたのである。ハーヴァードの F.
ボーウェン，ウィリアムズ・カレッジの A. L. ペリー，アーマスト・カレッジ
の A. ウォーカー，ブラウンの F. ウェーランド，天文学者でハーヴァードの
非常勤であった S. ニューカムなどが著名である。もちろん社会のオピニオ
ン・リーダーたちは，さらに強固な「自由放任主義」を提唱しており，関税委
員を務めながら評論活動に忙しかった D. A. ウェルズ，豊かな実業家 E. アト








































78) Kaufman (1993), p.32.





























80) Kaufman (1993), p.33.
81) Kaufman (1993), p.33.
82) Kaufman (1993), p.33.






































84) Kaufman (1993), p.32.
85) Kaufman (1993), p.32.
86) Kaufman (1993), p.32.










第 2節 PM学派と ILE 学派の比較
相違の前に，ILE学派とHicks, C. J. (1941)や Tead & Metcalf (1920)に代表さ
れる PM学派の共通点について述べると，Kaufman によると，「アメリカ産業
における労働者を管理する伝統的な方法は，受容可能でない無駄，非能率，人







88) Kaufman (1993), p.49. この相違に関してKaufman（1993）は次のように述べる。「実際には，
労働経済学の分野は第 2次世界大戦の直前にはいくつかのグループに分かれた。その最も早い区
分は，Johons Hopkins UniversityのBarnett と Jacob Hollander と，University of Wisconsin の
Elyと Commons といった労働経済学者の間で生じた。双方は労働組合についての調査で区分さ
れ，Ely と Commons はより規範的で分析的でないアプローチを採択した。Commons のアプ
ローチは，Selig Perlman, Don D. Lescohier, Edwin Witte, Elizabeth Brandeis, David Saposs, と
いった “Wisconsin School”によって1930年代に普及した。他方で，より分析的なアプローチは
Summer Slichter, Paul Douglas, Harry Mills によって実施された。それにもかかわらず，Mills
と Royal E. Montgomeryの 3巻からなる労働に関するテキスト［vol.1: Labor’s Progress and

































90) Kaufman (1993), p.36.
91) Kaufman (1993), p.36.
92) Kaufman (1993), p.36.
93) Kaufman (1993), pp.35〜36.
94) Kaufman (1993), p.36. Hicks や Tead & Metcalf のほかに，Kaufman（1993）は，PM学派の
主要な人物として，Follett, M. P., Dennison, H., Barnard, C. I., Young, A., Catchings, W., そして
Lewisohn, S. A., を挙げている。Lewisohn は，Miami Copper Companyで副社長を，アメリカ
経営者協会（American Management Association）で会長を，Academy of Political Science と
いう協会における労使関係調査委員会（Industrial Relations Research Committee）の議長を務
め，そして The New Leadership in Industry (1926) を出版していた（p.206）。しかしながら，
Kaufman による学派比較においては Barnardの引用は見当たらない。比較において登場する




























95) Kaufman (1993), p.37. Hicks (1941) は次を強調していた。1914年の「ラドローの虐殺（Ludlow





96) Kaufman (1993), p.37.





















































99) Kaufman (1993), p.38.



































101) Kaufman (1993), pp.38〜39.
102) Kaufman (1993), p.39.
103) Kaufman (1993), p.39.


























105) Kaufman (1993), p.39.



































107) Kaufman (1993), p.40.
108) Kaufman (1993), p.40.
PM学派は，人間についての考察，そして生理学や心理学の重要性を指摘し






















109) Kaufman (1993), pp.36〜37.
110) Kaufman (1993), p.40. 組織内部で改良的な人事の実践を採択すれば，市場や経済は変わるで
あろうというのが PM学派の考えである。ゆえに PM学派に従えば，不完全雇用や高い労働移
動率の対策で必要なことは，法や政策ではなく，科学的な手法に基づく組織内部での取組や手法






111) Lewisohn (1926), pp.226〜227.
と。

















題の根本的な原因ではないと ILE 学派には捉えられていた。第 1節で引用し





112) Kaufman (1993), p.40.
113) Kaufman (1993), p.40. 人事管理論と労働経済学の比較を意識した研究者の１人に，Stockton,




























114) Kaufman (1993), p.40.
115) Kaufman (1993), p.40. Kaufman(1993) はこの点に関して次のように説明する。「1920年に，
Commons，Wesley Mitchell，Malcolm Rortyは，先駆的に景気循環を研究した組織である全米

















































































118) Kaufman (1993), p.41.





120) Kaufman (1993), p.41.































122) Kaufman (1993), p.41.























124) Kaufman (1993), pp.41〜42.





























のは，“コモン・ルールというデヴァイス（Device of the Common Rule）”と
PM（人事管理）学派と ILE（制度学派労働経済学）学派の相違（倉田)68









































































129) Kaufman (1993), p.42.
130) Kaufman (1993), p.42.
131) Kaufman (1993), p.42.
132) Kaufman (1993), pp.42〜43. Hicks(1941) の考えにおいては，1935年に制定された全国労働関
る CIO（Congress of Industrial Organization）が結成され，組合員数を伸ばして
いくことになるが，HRMの前身であるとされる PM学派は，とりわけ Hicks
は，その1930年代以降も，Commons や ILE 学派の見解を支持することはなか
ったのである。
お わ り に
市場が拡大し，銀行資本主義（banker capitalism）への移行が進む中で，専制
的な管理が蔓延していた。この中で，Commons を中心とする ILE 学派は，労
働組合による団体交渉を通して協約を目指すことの必要性，完全雇用に向けて
の金融政策，最低賃金や最大労働時間を規定する法の制定，などを重視するに
至っていた。1935年における全国労働関係法（National Labor Relations Act）の
制定や CIOの結成と組合数の増加は，ILE 学派の主張のほうが正論であるよ
うに思われるが，PM 学派，とりわけ Hicks は決して ILE 学派を，あるいは
Commons を含むWisconsin 学派を支持することはなかった。












































134) Hicks (1941), p.144.（同訳書，156〜157ページ。）
135) SCC について詳しくは，伊藤（1996），ならびに平尾，伊藤，関口，森川，編著（1998）に
おける“SCC の労務理念と従業員代表制”を参照のこと。IRC ならびに IRC と SCC の関係につ
いては，Hicks（1941）の訳書である伊藤（2006）『経営コンサルタントのパイオニア』の“訳者












である。この中で1980年代に HRMが登場するのであるが，HRMと ILE 学派
がどのような関係にあったのかについては次回以降に譲ることにする。
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